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平成３０年度 環境エネルギー部 施策体系 

 

 

 

(1) 再生可能エネルギーの導入促進 

○ 地域と連携した事業者による再生可能エネルギー発電事業の促進 

○ 風力発電の導入に向けた、内陸部での風況調査や洋上風力発電の導入

可能性の検討 

○ バイオマス熱、地中熱、温泉熱、雪氷熱等の利用促進 

○ 家庭及び事業所における再生可能エネルギー設備の導入促進 

○ 地域におけるエネルギーマネジメントシステム構築の推進 

○ 家庭におけるＣＯ２削減価値の「見える化」と環境保全事業への活用 

(2) 省エネルギーの推進 

○ 省エネ県民運動の展開推進 

 

 

 

(1) 豊かな環境を守り、活かす自然共生社会の構築 

○ みどり豊かな森林環境づくりの推進と豊かなみどりを守り育む意識の

醸成 

○ 山岳資源や名水の魅力発信と体験・活用の推進 

○ 野生鳥獣の適正な管理の推進と捕獲の担い手の確保・育成 

(2) ごみゼロやまがたの実現に向けた循環型社会の構築 

○ 事業所における廃棄物発生抑制の促進 

○ 循環型産業の振興に向けた支援と人材育成の促進 

○ 高濃度ＰＣＢ廃棄物の早期処理に向けた取組みの推進 

○ 海岸漂着物等の回収と発生抑制の啓発 

(3) 安全で良好な生活環境の確保 

○ 単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽への転換の促進 

○ 大気汚染等の常時監視とＰＭ2.5の調査研究 

(4) 環境教育の推進 

○ 飛島を舞台とした環境教育の実施や環境科学研究センターを拠点とし

た環境教育の推進 

○ 環境学習プログラムの利用拡大 

■ 再生可能エネルギーの導入促進と省エネルギーの推進 

■ 国内外に誇れる優れた環境資産の保全・創造・活用 
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(1) 総合的な危機対応力の充実強化 

○ 総合的な防災対策の推進 

○ 沿岸市町等と連携した津波防災対策の推進 

○ 隣接県等と連携した火山防災対策の推進 

○ 災害時の迅速かつ確実な情報伝達体制の整備 

○ 自主防災組織及び消防団の活性化による地域防災力の充実強化 

○ 救急救命率の向上に向けた取組みの推進 

(2) 東日本大震災からの復興・避難者支援 

○ 東日本大震災の避難者に対するＮＰＯ・ボランティア団体、関係機関

及び被災県を含む行政機関の連携・協働による支援事業の展開 

 

 

 

(1) 消費生活の安定及び向上 

○ 消費者被害の防止のための相談体制の充実と消費者教育・啓発の推進 

(2) 犯罪の予防と交通事故防止のための取組みの強化 

○ 犯罪のない安全で安心なまちづくりに向けた防犯及び犯罪被害者支援

施策の推進 

○ 県民総ぐるみによる交通安全運動の展開 

(3) 食の安全・安心の確保 

○ 食の安全・安心の確保に向けた食中毒予防や適正な食品表示に関する

正しい知識の普及と理解の促進 

(4) 動物の愛護及び適正飼養の推進 

○ 動物愛護団体との連携等による動物の愛護と適正な飼い方の普及啓発

の推進  

 

■ 危機管理機能の充実強化 

■ 暮らしの安全・安心の確保 



　部局名：環境エネルギー部　
１　主な要求事業

（１）再生可能エネルギーの導入促進と省エネルギーの推進

　①　再生可能エネルギーの導入促進 

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

1
エネルギー
政策推進課

エネルギー戦略推
進事業費

10

・

・

エネルギー戦略推進懇話会及び地域協議
会の設置運営
専門的知見を有するアドバイザーの委嘱
等

2
エネルギー
政策推進課

地域連携型再生可
能エネルギー開発
促進事業費

40
○
一部

・

・

・

再生可能エネルギー導入に主体的に取り
組む市町村へのアドバイザー派遣【新
規】
地域と連携した事業者の風況・中小水力
の事業可能性調査に対する助成【一部新
規】
県による内陸部での風況調査や洋上風力
発電の導入可能性の検討

3
エネルギー
政策推進課

再生可能エネルギ
ー熱利用等促進事
業費

21
○
一部

・

・

・

温泉熱・雪氷熱等の利活用研究に対する
助成
熱利用設備等の事業可能性調査に対する
助成
事業所用小規模木質バイオマスボイラー
の導入に対する助成【新規】

4
エネルギー
政策推進課

再生可能エネルギ
ー発電事業等資金
利子補助事業費

27
・ 県商工業振興資金（再生可能エネルギー

発電事業促進資金等）に係る利子助成

5
エネルギー
政策推進課

再生可能エネルギ
ー等設備導入促進
事業費

176
・ 家庭・事業所における再生可能エネルギ

ー等設備の導入に対する助成

6
エネルギー
政策推進課

木質バイオマス発
電施設整備支援事
業費

50
・ 木質バイオマス発電施設において積雪寒

冷対策として必要な建屋の整備に対する
助成

7
エネルギー
政策推進課

エネルギー地産地
消モデル推進事業
費

33 ○

・

・

地域におけるエネルギーマネジメントシ
ステムを構築するモデル事業への助成
再生可能エネルギーを利用した街路灯整
備のモデル事業への助成

平成３０年度当初予算　主な要求事業等一覧

（単位：百万円） 
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番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

8 環境企画課
燃料電池自動車普
及検討事業費

1 ・ 水素利活用セミナーの開催等

9 環境企画課
山形県民CO2削減
価値創出事業費

2
・ 家庭・事業所における再生可能エネル

ギー設備導入によるＣＯ２削減価値の

「見える化」と環境保全事業への活用

　②　省エネルギーの推進

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

10 環境企画課
地球温暖化対策推
進体制整備事業費

2
・ 地球温暖化防止対策コーディネーターの

設置及び地球温暖化防止活動推進員の委
嘱等

11 環境企画課
省エネルギー対策
推進事業費

4
・ 「笑顔で省エネ県民運動」の展開によ

り、県民の主体的・自主的な省エネ・
ＣＯ２削減行動を普及啓発

（単位：百万円） 
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（２）国内外に誇れる優れた環境資産の保全・創造・活用

　①　豊かな環境を守り、活かす自然共生社会の構築

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

12
みどり自然
課

みどりの循環県民
活動推進事業費

15

・
・

・

やまがた森の感謝祭等の開催
森を守り、育て、暮らしに活かす緑の循
環システムを体験するイベントの開催
やまがた緑環境税の普及啓発

13
みどり自然
課

みどり豊かな森林
環境づくり推進事
業費

120

・ 市町村や地域住民、ＮＰＯ等がそれぞれ
の地域課題に沿って独自性を発揮し、か
つ創意工夫を凝らして取り組む森づくり
活動等に対する助成

14
みどり自然
課

やまがた木育推進
事業費

4
○
一部

・

・

・

やまがた木育推進委員会の開催と木育の
実践
子どもの成長段階に合わせた木育教材の
開発【新規】
木育の理解促進のための講演会の開催
【新規】

15
みどり自然
課

やまがた山体験促
進事業費

11 〇

・

・

・

学生ボランティアによる登山道刈払い作
業、地元との交流促進
情報発信力の高い登山愛好者と連携した
本県山岳のプロモーション
多言語対応の山岳情報アプリの開発、試
行

16
みどり自然
課

やまがたの山と水
魅力向上推進事業
費

10

・

・

・

ポータルサイト「やまがた山」による
「やまがた百名山」の情報発信
山岳ガイド養成や「やまがた百名山」の
保全活動等を行う団体に対する助成
利用者の多い木歩道の補修等

17
水大気環境
課

やまがたの山と水
魅力向上推進事業
費

6

・

・

「里の名水・やまがた百選」の選定及び
情報発信
アドバイザーの派遣による名水の磨き上
げと候補の掘り起こし

18
みどり自然
課

自然環境整備事業
費（公共・単独）

68 ・ 自然公園施設の整備、補修、維持管理等

19
みどり自然
課

鳥獣管理推進事業
費

11
・

・

ツキノワグマなど野生鳥獣の適正な管理
に向けた生息状況の把握
特定鳥獣管理計画の推進

20
みどり自然
課

野生鳥獣捕獲体制
強化支援事業費

18
○
一部

・
・
・

新規狩猟者の確保・育成の支援
指定管理鳥獣捕獲等事業の実施
ツキノワグマ管理の強化【新規】

（単位：百万円） 
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　②　ごみゼロやまがたの実現に向けた循環型社会の構築

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

21
循環型社会
推進課

循環型社会形成推
進事業費

4
○
一部

・
・

・

ごみゼロやまがた県民運動の展開等
「もったいない山形協力店」の登録促進
による事業系一般廃棄物発生抑制の啓発
地域における古紙(資源)回収システム構
築に向けた検討【新規】

22
循環型社会
推進課

地球にやさしい３
Ｒ推進人づくり事
業費

6
・
・

「やまがた環境展」の開催
３Ｒを推進する人材の育成に向けたワー
クショップ等の開催

23
循環型社会
推進課

循環型産業創出育
成事業費

24

・

・
・

民間における３Ｒの研究開発や事業化調
査に対する助成
循環型産業を担う人材育成への支援
製造業等における廃棄物の課題解決に向
けたコンサルティングや研究

24
循環型社会
推進課

循環型産業基盤整
備推進事業費

60
・ 廃棄物の排出抑制やリサイクルの推進の

ための施設・設備整備に対する助成

25
循環型社会
推進課

循環型産業販路拡
大推進事業費

3

・

・

リサイクル製品の認定、リサイクルシス
テムの認証
リサイクル認定製品の研究、ニーズ調査
及び販売促進に対する助成等

26
循環型社会
推進課

ＰＣＢ廃棄物対策
事業費

15
○
一部

・
・

・

ＰＣＢ廃棄物処理基金への拠出金等
ＰＣＢ使用安定器に関する調査対象者リ
スト整備及び説明会の開催【新規】
ＰＣＢ廃棄物等のフォローアップ調査と
早期処理対策の実施

27
循環型社会
推進課

海岸漂着物対策推
進事業費

30

・

・

飛島、庄内沿岸部及び陸域部における海
岸漂着物や河川ごみ等の回収と発生抑制
の啓発
学生ボランティア等による海岸漂着物の
回収を通じた発生抑制の啓発

（単位：百万円） 
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　③　安全で良好な生活環境の確保

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

28
水大気環境
課

浄化槽整備促進事
業費

74
・ 単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽へ

の転換に対する助成

17
(再掲)

水大気環境
課

やまがたの山と水
魅力向上推進事業
費（再掲）

6

・

・

「里の名水・やまがた百選」の選定及び
情報発信
アドバイザーの派遣による名水の磨き上
げと候補の掘り起こし

29 環境企画課
環境科学研究事業
費

3
・ 野焼きによるＰＭ2.5発生状況の解明に

関する調査研究

30
水大気環境
課

大気汚染防止対策
事業費

46
○
一部

・

・

ＰＭ2.5や光化学オキシダントなどの大
気汚染状況のモニタリング
水銀排出施設に対する検査体制の整備
【新規】

31 危機管理課
環境放射能水準調
査費

21
・ 雨水やちり、土壌等環境中の放射能測定

調査の実施

　④　環境教育の推進

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

27
(再掲)

循環型社会
推進課

海岸漂着物対策推
進事業費（再掲）

30

・

・

飛島、庄内沿岸部及び陸域部における海
岸漂着物や河川ごみ等の回収と発生抑制
の啓発
学生ボランティア等による海岸漂着物の
回収を通じた発生抑制の啓発

32 環境企画課
環境教育基盤運営
事業費

2
・
・

環境学習支援団体の認定、交流会の開催
環境の保全・創造に功績があった個人、
団体の顕彰等

33 環境企画課
環境教育普及促進
事業費

8

・

・

環境教育に関する相談支援、情報発信及
び環境アドバイザー等の派遣など環境学
習機会の提供
利用しやすい環境学習プログラムの作成

22
(再掲)

循環型社会
推進課

地球にやさしい３
Ｒ推進人づくり事
業費（再掲）

6
・
・

「やまがた環境展」の開催
３Ｒを推進する人材の育成に向けたワー
クショップ等の開催

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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（３）危機管理機能の充実強化

　①　総合的な危機対応力の充実強化

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

34 危機管理課
防災対策推進事業
費

8
○
一部

・
・
・
・

県防災基本条例の周知啓発
県防災会議等の運営
大規模災害を想定した図上訓練等の実施
全国瞬時警報システム（Ｊアラート）の
改修【新規】

35 危機管理課
津波対策推進事業
費

8
○
一部

・

・

沿岸市町等が実施する避難路整備や避難
誘導案内標識等設置に対する助成
津波災害警戒区域指定案の作成【新規】

36 危機管理課
火山防災対策推進
事業費

7
○
一部

・

・

蔵王山、鳥海山及び吾妻山の火山防災協
議会の運営
鳥海山火山防災マップの作成【新規】

37 危機管理課
防災行政通信ネッ
トワーク保守管理
運営費

80
・ 防災行政無線システム及び震度情報シス

テムの保守管理

38 危機管理課
市町村防災行政無
線整備促進事業費

69
・ 市町村が行う同報系防災行政無線の整備

及び再整備に対する助成

39 危機管理課
自主防災組織強化
推進事業費

11
○
一部

・

・

自主防災組織の組織化推進に取り組む市
町村に対する助成【新規】
自主防災組織の中核となって防災活動を
行う「防災士」の養成

40 危機管理課
消防活性化推進事
業費

2
・ 消防団加入促進キャンペーン及び消防、

保安功労者の表彰の実施

41 危機管理課
救急救命体制整備
促進事業費

10
・
・

救急救命士の養成や教育体制の充実強化
通信指令員の教育研修の実施

31
(再掲)

危機管理課
環境放射能水準調
査費（再掲）

21
・ 雨水やちり、土壌等環境中の放射能測定

調査の実施

（単位：百万円） （単位：百万円） 
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　②　東日本大震災からの復興・避難者支援

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

42
危機管理課
復興・避難
者支援室

避難者支援連携協
働推進事業費

2
○
一部

・

・
・
・

｢やまがた避難者支援協働ネットワーク｣
の運営
今後の暮らしに関する相談会の開催
支援者支援研修会の開催
子育て家庭向けの情報誌の発行【新規】

43
危機管理課
復興・避難
者支援室

ボランティア支援
事業費

15
・

・

「復興ボランティア支援センターやまが
た」の運営支援
定住・生活支援に関する情報提供

44
危機管理課
復興・避難
者支援室

避難者向け借上げ
住宅事業費

64 ・ 避難者向け借上げ住宅の提供

（４）暮らしの安全・安心の確保

　①　消費生活の安定及び向上

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

45
くらし安心
課

消費者行政推進事
業費

55
○
一部

・
・

・

・

消費生活相談体制等の充実
消費者教育・啓発のための消費生活出前
講座や消費者力アップ講座の実施
キャラクターを利用した若年者への消費
者啓発の実施【新規】
若年者への消費者教育など新たな課題に
取り組む市町村に対する助成【新規】

　②　犯罪の予防と交通事故防止のための取組みの強化

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

46
くらし安心
課

性犯罪・性暴力被
害者支援事業費

5
・ 「やまがた性暴力被害者サポートセン

ター（べにサポやまがた）」の相談支
援・広報の充実

47
くらし安心
課

防犯ボランティア
活動支援事業費

8
・ 防犯ボランティア団体の活動を支援する

市町村の取組みに対する助成

48
くらし安心
課

交通安全総合対策
費

9
・
・

県民総ぐるみによる交通安全運動の展開
交通安全危険予測シミュレータを利用し
た体験型高齢者交通安全教室等の実施

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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　③　食の安全・安心の確保

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

49
食品安全衛
生課

食の安全安心推進
事業費

1

・

・

食の安全推進会議や｢食の安全フォーラ
ム｣等による食の安全に関する県民との
情報共有
食の安全ほっとインフォメーションによ
る定期的な情報提供

　④　動物の愛護及び適正飼養の推進 （単位：百万円）

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

50
食品安全衛
生課

動物愛護適正飼養
推進事業費

1

・

・
・

動物愛護推進協議会の開催や動物愛護推
進員の活動支援
親子動物愛護教室の開催
ペット防災セミナーの開催

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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２　主な事務事業の見直し・改善一覧

（単位：百万円）

番号 担 当 課 事　業　名
平成30年度
当初要求額

事　　業　　概　　要

1
エネルギー
政策推進課

県民参加型再生可
能エネルギー事業
推進事業費

－

・ 県民参加型の再生可能エネルギー事業を推進す
る民間団体があることから、県は民間団体の取
組みを側面支援することとし、現在実施してい
る新たな事業立上げや立上げ後の地域貢献活動
への直接支援は廃止する。
　［削減見込額］約5百万円
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